
1 はじめに

現代の台湾では、高学歴化が進行しているとい

われている。1990年代の教育制度改革、2000年

代の入試制度改革もあいまって、高等教育機関に

進学する人々は増加の一途をたどっている。高学

歴化することによってもたらされるメリットも大

きかったのだが、その反面で競争の激化などさま

ざまな問題を生み出すことにもなった。このた

め、高学歴化問題は現在の台湾における大きな検

討課題の 1つとされている。

こうした高学歴化問題が議論される場合、台湾

では必ずといってよいほど「升學主義（shēng xué
∨zhu yì）」（進学主義）が取りあげられる。この

「升學主義」は、中国古代からの「萬般皆下品、

唯有讀書高」（学歴を持つ人は最高位にあり、ほ

かは皆下位の者である）という伝統的科挙出世思

想に由来するものであり、現代の台湾社会におけ

る教育活動に関わる非理性的な観念とされている

（王 2002）。現代の台湾では、この思想に基づい

て「よく勉強して、よい大学に入れば、よい生活

を送ることができる」という考え方が一般的にな

っているのである。

こうした考え方が近年の高学歴化をもたらした

ことは、さまざまな研究において明らかにされて

きている。例えば、黄春木（2007）は戦後の教育

機会の開放とともに高まった進学意欲の背後に

は、「升學主義」があったと述べている。その結

果、1990年代に進学率の急上昇をもたらし、進

学競争を激化させたと黄は指摘している。また、

張ら（2003）は「升學主義」に関する実証研究を

おこない、高学歴者がもっている自分の子どもに

たいする高い教育期待は「升學主義」という社会

的な価値観に支えられていることを指摘している

（張郁�・林文瑛 2003）。

ところで、現代の台湾における高学歴化を研究

する領域においては、こうした「升學主義」を根

源的な要素として議論をはじめている研究がほと

んどである。確かに黄などが主張するように、こ

の「升學主義」は現代の台湾における高学歴化に

関わる重要な要素であることは間違いないと思わ

れる。しかし、「升學主義」のみが高学歴化の根

源だとすることはやや早計であるようにも思われ

る。というのも、台湾における高学歴化を扱う他

の研究では、高学歴化を要因とみなしそれがもた

らした進学熱や受験競争問題などに関心が向けら

れており、「升學主義」以外の要因を検討し、そ

れらをふまえて高学歴化を議論する研究はそれほ

どおこなわれてはいないからである。

本稿は、こうした問題状況をふまえ、台湾社会

における高学歴化に関して社会学的な観点による

新たな検討をおこなうものである。長期的なトレ

ンドの中で制度改革と高学歴化の様子を確認し、

そのなかでみられる「升學主義」では説明しきれ

ない変化に注目して検討をおこない、新たな要因

の可能性を探る。そしてそれらの結果をふまえ、

高学歴化が起こることでもたらされる影響につい

ても検討していく。主に官庁統計データを用いて
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こうした作業をおこない、台湾の高学歴化につい

て新たな側面による議論の可能性を探ることが、

本稿のねらいである。

2 台湾における高学歴化の様相

2. 1 入試制度の変化──「聯考」から「多元入

試」へ

（1）「聯考」制度

本論に入る前に、まず台湾で起こった入試制度

の改革についてまとめておくことにしよう。

台湾において高等教育機関へ進学する場合、こ
∨れまでは「聯考」（lián kao）という制度を経るル

ートしか設けられていなかった。「聯考」とは日

本のセンター試験に類似したものであり、そこで

の得点でどの大学に入れるかが決められるもので

ある。ただし当時の台湾で大学へ進学するには必

ずこの「聯考」を経なければならず、日本のセン

ター試験よりもその適用範囲は広いものとなって

いた。

「聯考」でおこなわれる選考方法は、簡単にま

とめれば以下のようなものである。基本的な流れ

は、全国一律の試験をまずおこない、試験の後受

験生が学校学科の希望順を記入した「志願カー

ド」を提出し、そのカードに基づいて学校および

学科の配分作業をおこなう、というものである。

一律の試験が終わってからほどなくして、聯考を

実施する「大学入学試験センター」から志願カー

ドを提出できる最低限の点数が公布される。その

後、各大学・各学科へ入学するために必要な最低

点数が公開される。志願カード提出の資格を得た

受験生は、自分の聯考で得た総得点と各大学各学

科の公開した入学最低点数を参考しながら、カー

ドに希望する学校と学科を記入し大学聯考センタ

ーに出願する（100までは希望を記入できる）。

大学入学試験センターはこの志願カードに記載さ

れた希望を集計した上で、各大学・各学部に対し

成績のよいものから順に学生を配分していくので

ある。

半世紀ほどおこなわれてきたこの聯考という制

度は、台湾の教育発展に多大な貢献を果たした。

人々の間においても、聯考制度の客観性と公平性

への信頼は高く、聯考による選抜がもっとも客観

的で公平であると考えている人が多かった。それ

ゆえ、聯考制度は 1954年から 2001年までの 47

年間の長きにわたって、台湾の高等教育制度を支

え続けることとなった。特に、「聯考」と「立身

出世」が強く結びついていた 70～80年代の社会

においては、試験の合格率が年々上昇していった

のである。

しかし、「聯考制度を廃すべきだ」という非難

の声も一方で高まっていた。最も顕著なものとし

ては、聯考が試験対策ばかりの授業と学習を生徒

に強いることになってしまう点に対する批判であ

る。先に紹介したように、聯考では第 1次の試験

の点数が何よりも大切であり、極端に言えば、1

度しかない試験において得点が 1点違うだけで行

ける大学が大きく異なってしまうという非常に厳

しいものであった。このため、高等教育への進学

を希望する生徒たちは、試験対策に重点をおく学

習に従事せざるを得なくなり、結果として体育、

音楽、美術などの科目を軽視してしまう事態を招

くことになった。しかし、このような状態は台湾

国民教育法における「五育均衡発展1）」という方

針に背くものであり、それゆえ聯考制度に対する

批判が多くなされていたのである。

（2）「多元入試」制度

このように問題を抱えつつも長年にわたって聯

考制度が採用されていたのであったが、1990年

代以降の高等教育の拡大とそれに伴うさまざまな

教育問題に対処すべく、入試制度も変更を余儀な

くされることになった。そして 2002年に、従来
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① ② ③

の「一元的」な聯考制度に代わって、「多元入試

制度」が開始された。

「多元入試制度」とは、簡単に言えば入試およ

び入学までのルートをいくつか設け、さまざまな

経路での入学を可能にするものである。1番の特

徴は、「考招分離」と呼ばれる、試験と学生募集

を分離するスタイルである。多元入試制度では、

試験問題の作成から試験の実施までが、CEEC2）

という常設の機構に依頼されている。これによ

り、試験にかかわる一連の業務が専門化されると

共に、試験が大学から分離される。そして入試業

務から独立した大学側は、学校の教育理念や特色

などをもとに「求める学生像」の条件を設定し、

学生を募集する。これにより、大学側は学校にふ

さわしい学生を選び出す。また学生側も、自らの

適性や能力などにもとづき、入りたい大学を選択

するのである。

こうした多元入試制度が開始されたことによっ

て、現在では試験と入学ルートが複数設けられて

いる（図 1）。一般大学の入試を例として、それ

ぞれ説明しよう。

まず、試験について。多元入試制度の開始に伴

い、試験は 2つ設けられている。ひとつは毎年 2

月下旬に実施される「学科能力テスト」である。

このテストで得た成績は、後に述べる「選抜入

学」という入学ルートや「試験配分入学」という

ルートに用いられる。

もう 1つは、毎年 7月上旬に実施される「指定

科目試験」である。この試験で得た成績は、「試

験配分入学」のみに適用される。ただし、前述の

学科能力テストを受験したものでも受けることが

できる。

図 1 多元入試制度における 3つの進学ルート（2009年現在）
［出典］教育部、2009「大學入學方案架構圖」99學年度大學多元入學升學網ホームページより作成。
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次に、入学ルートについて。まず、先の学科能

力テストの成績にもとづいて選抜をおこなう、

「選抜入学」がある。選抜入学は、学科能力テス

トを受けた者が対象となり、「学校推薦」と「個

人申請」のいずれかによって出願ができる。「学

校推薦」では、在籍している高校が各大学の各学

科の募集条件を満たす学生を推薦する3）。「個人

申請」では、高校を経由せず個人が志望先の大学

に自己推薦する4）。いずれの場合も大学での選考

を経て入学することになる。

選抜入学の次におこなわれるのが、指定科目試

験を受験した者が対象となる「試験配分入学」で

ある。「試験配分入学」は以前の聯考とほぼ同様

の選考スタイルであり、受験生は指定科目試験で

得た成績にもとづき、大学・学科志願カードを記

入し、UAC（大学入試入学配分委員会）に提出

する。そして UAC において全国受験者の成績と

各大学各学科が発表した入学最低成績と募集人数

により、成績上位者から順番に入学配分作業がお

こなわれ、入学する大学が決定する、というもの

である。ちなみに、前述のように指定科目試験は

学科能力テストを受けたものでも受験できる。し

たがって、学科能力テストで失敗し選抜入学に参

加できない生徒、あるいは選抜入学を放棄した生

徒でも、この試験配分入学ルートを通して大学進

学することもある。現在台湾において最も一般的

な入学ルートは、この試験配分入学である。

上記 2つよりも数はかなり少ないが、他に「繁

星計画」というルートも設けられている。「繁星

計画」とは、国際的に一流大学・トップの研究セ

ンターを発展させることを目的として 2007年か

ら設けられたものである。学科能力テストを受験

した生徒に対し、台湾大学をはじめとする 12校

の大学が「学校推薦入学」の形で優秀な生徒を募

集する。生徒は、多元入試方法と並行してそれぞ

れの大学に出願し、合格すれば入学が認められ

る。繁星計画は毎年 2月下旬から 3月上旬までの

間に実施されるが、このルートをたどって入学す

る生徒は、ごくごくわずかである。

なお、上で述べたもの以外にも、実際には実技

試験と学生募集を独立で行なう大学がある。たと

えば、芸術大学や体育学院などの大学では、才能

がある優秀な学生に対し、個別募集をおこなって

いるし、中央警察大学や国防大学をはじめとする

軍学校も個別募集をおこなっている。ほとんどの

場合、学科の成績は「学科能力テスト」の成績が

参考値として選考に用いられている。

このように、多元的な入試制度、多元的な入学

ルートが設けられているため、現在の台湾の制度

は「多元入試」あるいは「多元入学」と呼ばれて

いる。なお、職業体系における高等教育機関にお

ける入試制度と入学方法は、ここで紹介したもの

ともまた異なっている。だが、基本的にはすべて

「多元」の概念にもとづいた入試が実施されてお

り、その点は一般大学と共通である。

2. 2 高等教育機関の増加

上述のような入試制度の改革に伴い、台湾では

新たに多くの高等教育機関が設置されることにな

った。図 2には、1980年から 2008年までの高等

教育学校数の推移を表しているが、この図から台

湾において高等教育機関が拡充されていった様子

がよく分かる。

台湾における高等教育機関としては、大学のほ

かにも専門技術の学習を目的とする「独立学院」

や「専科学校」といったものがある。こうした高

等教育機関は総じて「大専院校」と呼ばれてい

る。また、台湾の教育機関には、「進修部」と呼

ばれる、現役の学生だけでなく社会人も含めてリ

カレント教育を施す部門を設けているところが多

い。これは日本で言うところの夜間部にあたり、

独立した機関ではなく教育機関に付属するもので
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ある。なかでも大専院校に付属する進修部は「大

専進修部」と呼ばれ、そこでは大学と同等レベル

の教育がおこなわれている（台湾の教育体系の詳細

については、補足を参照のこと）。

教育部の統計によれば、高等教育の専科学校は

1980学年度でピークに達し（77校）、1987年に

は 68校、2008年ではわずか 15校が残っている

だけになっている。独立学院の場合も同様であ

り、2002年にピークを迎えた（78校）後は減少

の傾向がみられている。

その一方で、大学の数は 1990年代後半からの

約 15年の間急増傾向にあり、2008年度までに 86

校も増えている。2008年度の時点で大専院校は

合計で 162校あり、そのうち大学は 102 校であ

り、全大専院校の 62.9％を占めている。また、

大専院校に付属する大専進修学校も 2005年度以

降にやや減ってはいるが、1995年から 2005年ま

での増加はかなり著しい。1995年以降、多くの

高等教育機関に大専進修学校が設けられてきたよ

うである。

ちなみに、このように高等教育が拡大していく

背景には、1994年の教育改革運動があると考え

られる。というのも、大学の増設はもともと 1994

年の教育改革運動において、政府に対するもっと

も重要な要求とされていたものである。そこで

は、「学校を増加すれば進学機会が増え、学生の

勉強の負担を軽減するとともに、進学競争などの

進学熱問題も解消できる」と考えられていたので

ある。

3 進学率等の経年変化から見えるもの

3. 1 進学率・在学率の経年変化

人々のこのような思惑のもとにおこなわれた教

育の拡大は、実際のところ各級教育の進学率にど

のような変化をもたらしたのであろうか。これを

確認するため、台湾における進学率の推移を見て

図 2 高等教育学校数の推移（1980−2008）
［出典］台灣教育部統計處編、2009、『中華民國教育統計（2009年版）』より作成。
［注］「大学」には、職業教育体系の大学も含まれている。
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図 3は、1980年から 2008年までの台湾におけ

る進学率の変化を示したものである。進学率とし

て、ここでは中学→高校、普通高校→高等教育機

関、職業高校→高等教育機関という 3つのパター

ンを示している5）。

1980年以前は普通高校や職業高校の数が限ら

れていたため、1980年までの高校進学率は 65。16

％であったが、1990年代半ばからの教育改革に

よる学校の増設に伴い、高校進学率が徐々に上昇

している。2008年の時点で、中学校卒業生の進

学率は 95.4％に達した。

普通高校と職業高校卒業生の進学率もまた同様

の傾向を示しており、両方とも 1980年代後期か

ら上がっていっている。とくに職業高校卒業生の

高等教育進学率は、1987 年の 2.8％ から、2008

年の 86.2％まで、80ポイント以上も急上昇した。

2008年の時点では、職業高校を卒業したのちに

労働市場に入る生徒は 2割にも満たず、むしろ 9

割近い卒業生が高等教育への進学を選択している

のである。

職業高校は本来的には就職準備を目的としてい

る教育体系であるが、現在では職業高校も普通高

校のように、職業教育体系の大学進学の準備教育

となっている。普通高校に加えて職業高校におい

てもこのような現象が見られていることが、台湾

において現在「高学歴化」が叫ばれている所以で

あろう。

ところで、先ほどの学校数の推移からは、大専

院校に付属する大専進修学校も増加傾向にあるこ

とが示されていた。既に述べたとおり大専進修学

校には現役の学生だけでなく社会人の学生も通う

ことができるものである。だが、図 3の数値だけ

では、現役以外の人々がどれくらい高等教育機関

に進学しているかどうかまでは分からない。そこ

で、現役以外の学生数も把握できるデータも確認

図 3 台湾における進学率の変化（1980−2008）
［出典］教育部「各級畢業生升學率 Net Percentage of Graduates Entering Advanced Levels」教育部統計處

（http : //www.edu.tw/files/site_content/B 0013/98 edu_108.xls）より作成。
［注］1987年以前の職業高校卒業生進学率のデータは存在しないため、図では省略している。
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してみよう。

図 4は、1976年から 2008年までの間の台湾に

おける高等教育機関の在学率を示したものであ

る。グラフのうち、「浄在学率（Net Enrollment Ra-

tio）」とは、現役で高等教育機関に在籍すること

になる年齢層（18 歳から 21 歳）の総人口のう

ち、実際に在籍している人の割合を示したもので

ある（18−21歳学生数÷18−21歳総人口）。これ

に対し、「粗在学率（Gross Enrollment Ratio）」と

は、現役で高等教育機関に在籍することになる年

齢層（18歳から 21歳）の総人口に対し、現役以

外も含めた総学生数の比率を求めたものである

（総学生数÷18−21歳総人口）。したがって、浄在

学率に対して粗在学率が大きく上回れば、社会人

など現役以外の学生数が増加していることを示

す。

図 4からは、次のようなことが分かる。まず、

浄在学率は 1986年以降徐々に増加し、教育改革

が本格的におこなわれだした 1996年以降は著し

い伸びを見せている。2006年にいったんピーク

を迎え、それ以降はほぼ横ばい状態である。粗在

学率もまた 1986年から増加傾向を見せ、1996年

にその傾向が顕著になり、2006年にピークを迎

えている。

ただし、粗在学率は浄在学率よりも増加の幅が

大きく、それゆえ浄在学率との差が大きくなって

いる。1996年以降、粗在学率と浄在学率の差は

広がる一方であり、2006年には 20％程度の差が

見られている。台湾の高等教育機関においては、

現役の学生だけでなく社会人など学生がかなり増

えているようである。

現代の台湾では、現役の学生に加え、いったん

社会に出たが高等教育を求めて大学にまた入りな

おす人々もかなり存在している。台湾における大

手人材会社の「104人力銀行」が 2008年におこ

なった「サラリーマンの大学院進学意欲調査」の

結果によれば、約 65％の大卒サラリーマンが大

学院に進学する意欲をもっているという7）。ここ

での結果も、こうした社会人の意欲を現している

といえるだろう。

3. 2 高学歴者の賃金──「升學主義」の背後に

あるもの

ところで、現役の学生だけでなく社会人の学生

が増えるという図 4のような傾向は、実は非常に

興味深い現象だといえる。そもそも、いったん就

職して給与を得る生活をしている者が大学に入り

なおすということは、一時的に経済的な負担が生

じることになる。一般的に考えれば、社会人が大

学に入りなおすということは、一時的にではあ

れ、かなりの経済的なリスクをともなう行為であ

る。しかしそのようなリスクにも関わらず、実際

のところは大学に入学する社会人が多いのであ

る。

台湾の高学歴化には、冒頭で述べたような「升

學主義」という思想が根底にあり、それが影響し

ていると考えられることが多いことは冒頭で紹介

したとおりである。確かに、現役生の進学率やそ

図 4 台湾における 2種類の在学率の推移（1976-
2008）6）

［出典］：教育部統計處、2009、『教育統計指標之國際比較（2009
年版）』より作成。
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の希望が高い8）ことに関しては、こうした「升學

主義」の影響は十分に考えられる。しかし、かな

りのリスクをともなう社会人の進学という行為に

までこの「升學主義」が影響しているとは考えに

くい。というのも、彼らが自らリスクを犯してま

でそうした主義に忠実な行為をとるとは考えにく

いからである。つまり、現代の台湾における高学

歴化の背景には、一般的に指摘されること「升學

主義」以外の要因も存在している可能性が考えら

れるのである。

1 つの要因として考えられるのは、賃金であ

る。先に紹介した「104人力銀行」の調査では、

進学を希望するサラリーマンの動機としては、

「昇進に役立つ」、「より高いサラリーをもらいた

い」といった回答が多くあげられているという。

この結果は、彼らが何らかの経済的便益を求めて

進学を希望している可能性が示唆されているとい

える。つまり、高い学歴を求めることの背景に

は、彼らが単なる「升學主義」というイデオロギ

ーによってではなく、将来の生活に関してある種

の合理的な選択が存在している可能性が考えられ

るのである。そこで次に、高学歴者の賃金を検討

してみることにしよう。

図 5は、2004年と 2008年の台湾において、年

齢階級ごとに学歴別の賃金比率を示したものであ

る。図中の値は、それぞれの年齢階級において普

通高校卒者の平均賃金を基準（1.00）とした場合

の、職業高卒、専科学校卒、大卒以上それぞれの

平均賃金の比率である。

まず 2004年の図からは、年齢が 25−29歳の間

では学歴間の賃金格差はそれほど大きくないが、

年齢が高くなるにつれてその差が大きくなる様子

が見てとれる。20代後半ではそれほど大きな差

が現れていないが、年を経るごとに差は大きくな

り、40代大卒者の賃金は同年代の高卒者の 1.7倍

程度、50代ではおよそ 1.8倍程度にまで高まって

いる。

専科学校卒者についても高卒者との差が見られ

ており、50代では高卒者の 1.4倍の賃金を得てい

るようである。ただし専科学校卒者と大卒者の差

も大きく、このことから大卒者は経済的にかなり

有利な立場となっていることが分かる。

2009年については、大卒者賃金が 50代ではな

く 40代にピークを迎えている点が 2004年と異な

ってはいるが、基本的な傾向は変わっていない。

大卒者の賃金は、もっとも差が大きいところでは

高卒者の 1.8倍程度まで高まっており、専科学校

卒者との差も顕著になっている。2009年におい

ても、大卒者の経済的な有利さは変わっていない

ようである。

図 5 年齢階級別にみた学歴による賃金格差（左：2004、右：2008、男性のみ）
［出典］【2004】行政院主計處、『93年人力運用調査報告』（URL : http : //www.dgbas.gov.tw/public/

data/dgbas 04/bc 4/mpwutility/93/mtable 52.xls, 2009年 12月取得）より作成。
【2008】行政院主計處、『97年人力運用調査報告』（URL : http : //www.dgbas.gov.tw/public/

data/dgbas 04/bc 4/mpwutility/97/mtable 57.xls, 2009年 12月取得）より作成。
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ところで、図 5のような年齢階級にともなう賃

金のカーブおよび学歴ごとのカーブの違いは、台

湾において特別に見られるようなものではなく日

本や韓国などにおいても同様の傾向がみられてい

る。では、台湾のこうした状態は他の国と比べど

のようなものなのであろうか。

このことを確認するため、日本と台湾の高卒以

上の人々における学歴別の賃金比率を同時に示し

たものが図 6である。図 6では、図 5と同じ要領

で日本の学歴ごとの賃金比率（高卒者の平均賃金

が基準）を求め、台湾の数値と同時にあらわして

いる。

高卒者に比べ大卒者の賃金は高いものとなって

いるという傾向は、2004年、および 2009年の日

本でも同様である。だが、注目すべきはその比率

が日本と台湾で大きく異なっているという点であ

る。

日本においては、もっとも差が現れる 40代以

降であっても、大卒者は高卒者の 1.4～1.5倍程度

である。これに対し、台湾の大卒者は最も差があ

るところで普通高卒者の 1.8 倍程度になってお

り、日本よりもその差はかなり大きい。しかもこ

の傾向は 2004年から 2009年までの間で変わって

はいない。大学へ行くことで後々得られる経済的

便益は、日本よりも台湾の方がはるかに大きいと

いえそうである。

これらのデータは、多くの人々が高学歴を求め

る背景にこうした経済的便益があることを想起さ

せる。学歴の違いが後々の経済生活にもたらす影

響は、かなり大きいというのが事実のようであ

る。こうした大きな影響があるがゆえに人々が高

い学歴を求めていたとしてもなんら不思議ではな

い。すなわち、台湾において人々が高学歴を求め

る背後には、一種の合理的な選択がある可能性も

考えられるのである。

台湾における学歴信仰は、「升學主義」という

一種のイデオロギーに支えられていることは十分

に考えられる。しかしそういった伝統的な思想だ

けではなく、その背後では合理的な選択として

人々は高い学歴を求めている可能性も十分にあり

うる。言ってみれば、伝統的思想と合理的な選択

というプッシュ要因の関数によって、台湾の高学

歴化の過熱がもたらされたと考えられるのであ

る。

4 台湾社会における高学歴化の帰結

4. 1 職業における占有率の変化

ところで、高学歴化が進むということは、以前

図 6 年齢階級別にみた学歴による賃金格差の日台比較（左：2004、右：2008、男性のみ）
［出典］【台湾 2004, 2008】図 5と同様。

【日本 2004】厚生労働省『平成 16年賃金構造基本統計調査（全国）』（URL : http : //www.mhlw.
go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z04/kekka1−3.html）より作成。

【日本 2008】厚生労働省『平成 20年賃金構造基本統計調査（全国）』（URL : http : //www.mhlw.
go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2008/index.html）より作成。
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であれば一部の人々だけが享受できた利益を、多

くの人々が享受することになる。こうなると、当

然ながらその利益も変化し、同時に「高学歴であ

ること」の意味も変化することになる。では、台

湾社会において、高学歴であることの意味はどの

ように変化してきているのであろうか。次に、こ

のことについて考えてみよう。

まず、学歴と職業の関係について確認しよう。

表 1は、1993年から 2008年までの間において、

それぞれの学歴の人々がどのような職業に従事し

ているかについての比率の推移をしめしたもので

ある。

全体で見れば、研究・専門職、技術職、販売・

サービス職の比率が増加し、反対に生産工程・技

能職、農林漁業職は低下していることが分かる。

だが、この傾向は学歴によって大きく異なってお

り、特に高等教育での変化が顕著に見られてい

る。

1993年時点では、高等教育を受けた人々のう

ち研究・専門職についている人々は 25.4％であ

ったが、年を経るごとにその割合は減っていき、

2008年時点では 21.0％となっている。公務員・

管理職は全体で見れば変化はないが、高等教育を

受けたものだけで見れば、研究・専門職と同様に

その割合が年々減少しているようである。

これに対し、販売・サービス職では増加傾向が

みられている。全体でも年々増えていっている

が、特に高等教育を受けたのち販売・サービス職

表 1 教育程度別でみた職業分布の変化（1993−2008）

教育程度 年代 公務員・
管理職

研究・
専門職 技術職 事務職 販売・

サービス
生産工程
・技能職

農林
漁業職 合計 実数

（千人）

全体

1993
1996
1999
2002
2005
2008

5.0
4.7
4.4
4.5
4.5
4.4

5.5
6.0
6.4
6.9
8.0
8.8

14.1
15.2
16.7
17.6
18.4
20.5

9.2
10.2
10.6
11.0
11.4
10.8

16.1
16.9
17.8
18.9
18.8
18.6

11.4
10.0

8.1
7.4
5.8
5.0

38.7
37.1
35.9
33.7
33.1
31.9

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

8,745
9,068
9,385
9,454
9,942

10,403

前期中等
教育以下

1993
1996
1999
2002
2005
2008

2.7
2.4
2.2
2.0
1.9
1.8

0.1
0.1
0.1
0.1
0.1
0.1

2.6
2.9
2.7
2.8
2.5
2.7

2.3
2.5
2.5
2.5
2.5
2.5

18.2
19.4
21.0
22.5
22.9
22.8

20.1
19.3
17.7
18.1
16.0
15.2

54.0
53.4
53.8
52.0
54.0
55.0

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

4,265
3,953
3,609
3,179
2,880
2,560

後期中等
教育

1993
1996
1999
2002
2005
2008

5.2
4.6
3.8
3.6
3.5
3.2

2.0
1.9
1.6
1.1
1.0
0.9

19.5
17.7
17.5
16.1
15.0
15.1

16.8
16.7
15.6
14.8
14.1
12.3

18.0
19.6
21.4
23.7
24.4
24.8

4.3
4.1
3.3
3.1
2.7
2.9

34.2
35.4
36.9
37.6
39.3
40.7

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

2,822
3,095
3,317
3,424
3,605
3,667

高等教育

1993
1996
1999
2002
2005
2008

10.7
9.4
8.5
8.3
7.8
7.2

25.4
23.8
22.2
21.3
21.9
21.0

34.6
35.4
36.3
35.8
35.3
36.1

13.9
15.2
15.8
15.9
15.9
14.6

7.2
7.8
8.1
9.3
9.5

10.6

1.1
0.9
0.7
0.6
0.5
0.6

7.1
7.6
8.4
8.8
9.1
9.9

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

1,658
2,019
2,459
2,851
3,458
4,176

［出典］行政院主計處「表 45臺灣地區就業者之職業按教育程度與年齡分」『人力資源統計年報資料査詢』
（URL : http : //www.stat.gov.tw/ct.asp?xItem＝18844&ctNode＝4944,2009年 10月取得）より作成．

［注 1］詳しい職業分類については，「中華民國職業分類典」を参考にしている（URL : http : //www 3.evta.gov.tw/odict/index.asp）．
［注 2］高等教育は大専院校以上，中等教育後期は普通・職業高校，中等教育前期は中学校，小学校とその以下である．
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2005（412）

2008（477）
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1993（716）

1996（816）

1999（895）

2002（985）

2005（1040）

2008（1094）

年（実数）

1993（688）

1996（714）

1999（771）

2002（806）

2005（826）

2008（844）

年（実数）

に就く人々の割合は逓増している。元々の割合は

低いものの、比率の伸びで考えれば前期中等教育

以下の人々と同じくらい増加しているようであ

る。

ところで、表 1では高等教育を終えて「研究・

専門職」に就く人々の割合が減ったことなどはわ

かっても、「研究・専門職」の全体において高等

教育学歴者が減ってきているかどうかまでは分か

らない。というのも、表 1の合計人数からも分か

るように高等教育学歴の人数は年々増加している

ため、「研究・専門職」につく高等教育学歴者の

割合が減っているからといって、研究・専門職に

おける高等教育学歴者が減っていることをあらわ

すわけではないからである。台湾社会における学

歴と職業の間にある関連の様子を正確に把握する

ためには、特定職における学歴の内訳も確認する

必要があるだろう。

そこで、表 1のデータに基づき各年代における

特定の職業にしめる学歴の割合を示したものが図

7、8である。本来であればすべての職について

同様の検討をおこなうのが最も適切ではあるが、

紙幅の関係上ここでは表 1で顕著な傾向がみられ

ていた研究・専門職と販売・サービス職に関して

のみ検討することにした。ただし、職業を検討す

る際には性別の影響もたぶんにあると考えられる

ため、以下では男女別々に図表を作成している。

図から読み取れることをまとめよう。まず、研

究・専門職における学歴分布を見ると、年を経る

図 7 研究・専門職における学歴の内訳（左：男性、右：女性）

図 8 販売・サービス職における学歴の内訳（左：男性、右：女性）
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ごとに高等教育学歴者が占める割合は増加してい

ることが分かる。しかもこの傾向は、男女に共通

している。表 1では高等教育学歴者のうち研究・

専門職に就く人々の割合が減っていることが示さ

れていたが、依然として研究・専門職は高等教育

学歴者が主となっている職業であることに変わり

はないようである。

これに対し、販売・サービス職は興味深い結果

を示している。1993年時点では、販売・サービ

ス職についている人々は前期中等教育の人々が大

半であり、高等教育学歴の人々はごくわずかであ

った。だが、年を経るごとに多くの高等教育学歴

の人の割合は増加していき、2008 年時点では 2

割以上を占めるようになっている。しかもこの傾

向は男性のほうがより顕著であり、2008年時点

で販売・サービス職についている高等教育学歴者

の割合は 3割に近い値となっている。

高学歴化が進行する中で、かつては高学歴者以

外が多くを占めていた職業に、高学歴者がどんど

ん参入して行っている。いわば、高学歴者の「あ

ぶれ」が起こっているのである。

4. 2 高収入という収益の逓減

職業における高学歴者の「あぶれ」が起こって

いるとするならば、台湾の多くの人々が考えてい

るような、高等教育を経ることで得られる経済的

便益もまた変化していくことは十分に考えられ

る。最後に、先ほどは詳しく検討しなかった賃金

に関しての経年変化の様子を確認しよう。

図 9は、各年代において普通・職業高校全体の

平均賃金を基準（1.00）とした場合の学歴別の平

均賃金比率を求め、その推移を示したものである

（全年齢が対象）。

普通・職業高校を基準（1.00）に比べ、大専院

校と修士・博士の賃金が高いものになっていると

いう傾向は、1981年からずっと続いている。し

かし、大専院校の数値は 1985年の 1.42をピーク

として年々減少しており、2005年には 1.25にま

で下がっている。また、修士・博士でも同様の傾

向が見られており、1990年には高卒者の 2.13倍

であったものが、2005年には 1.83倍にとどまっ

ている。

1990年代後半から、高等教育機関の数が急速

に増し、後々の経済的便益を求めて多くの人々が

そこに入学し、高い学歴を得るようになってき

た。だがその一方で、高学歴を獲得する人々が大

きく増えていった結果、高学歴者の賃金は下降線

をたどることになっているようである。言ってみ

れば、現代の台湾では、多くの人々が経済的な便

益を目指して高学歴を獲得しようと動けば動くほ

ど、高学歴であることのメリットは反対に減って

いる、という現象が起こっているのである。

5 おわりに

本稿の分析で明らかになったことをまとめよ

う。台湾では、「よく勉強してよい大学に入れ

ば、よい生活が送れるようになる」という「升學

主義」が社会において一般的になっている。これ

図 9 学歴別の平均賃金比率の推移（1981−2005）
［出典］：中央研究院社会学研究所「台灣的受�者依教育程度

別的平均薪資所得」（台灣社會變遷全記録ホームペ
ージ：http : //www.ios.sinica.edu.tw/TSCpedia/index.
php/ 台灣的受雇者平均薪資所得變遷、2009年 10月
取得）より作成。
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までの研究では、こうした升學主義が高学歴化の

根源的な要因だと考えられていた。だが、学歴に

よる賃金格差を検討する本稿の分析からは、また

異なった可能性が示された。

人々は単に 1つの価値観に忠実であろうとして

学歴を求めるだけではなく、より高いサラリー、

より高い地位を求めて高い学歴を求めるという側

面もある。つまり、現代の台湾においては、高学

歴を追及するということはある種の合理的な選択

なのである。したがって、台湾における高学歴化

は、伝統思想に由来する「升學主義」と合理的な

選択という強力なプッシュ要因によって引き起こ

されているという可能性も考えられるのである。

だが、このように合理的に高い学歴を求める

人々がどんどん増えていくことによって、高学歴

であることのメリットは減っていく可能性も示さ

れた。以前であれば高学歴者が就いていた職業か

らは人が溢れ、その分が他の職業へ流入していっ

ていた。そして享受できていた経済的便益は、年

を経るごとに減少しているようであった。

台湾のこうした状況は、実は他のアジア諸国で

も見られるものである。韓国の教育拡大と経済的

便益の関係について分析した有田（2006）は、

「学歴取得がもたらす社会経済的便益は、急速な

教育拡大にもかかわらず、依然として高いもので

あり続けているのか」という問いを検証した。そ

のなかで彼は次のように述べている。

「韓国において、大卒者の急増は、この時期

に生じた賃金体系の全面的見直しの動きにもあ

ずかり、大卒者の賃金水準を相対的に大きく下

落させており、これによって大学へ進学するこ

とによる金銭的便益は多く低下している」（有

田 2006）。

現代の台湾がおかれている状況は、有田の指摘

するような韓国の状況と非常に類似している。言

ってみれば、台湾の高学歴化問題は決して台湾特

有の状況から起こっているものではなく、むしろ

多くの国々が抱えているものなのである。

ただし、次の点は注意しておく必要がある。現

在の台湾では、高学歴化の進展はより進んでお

り、今では大卒者だけでなく大学院卒の人々も急

増している9）。つまり、今後の台湾は、現在より

もさらに高学歴が大衆化していくことが予想され

るのである。こうした状況が続けば、「高学歴」

という意味は変化しつづけ、有田（2006）が言う

ような「便益の低下」はさらに進行していく可能

性が十分に考えられるのである。

高学歴化がどんどん進行し入試制度が多様化、

複雑化していくなかでは、旧来の「升學主義」と

いう枠組みにとらわれない新たな視点による研究

が重要になると考えられる。本稿での議論は高学

歴化の新たな側面を描き出すものであったが、今

後も類似したスタンスをもつ研究が蓄積されてい

くことを筆者は期待したい。

補遺──台湾の学校体系

台湾において、幼稚園から大学院課程までの教

育をすべて修了するための最低年限は 22年であ

る。この正規教育プロセスには、2 年制の幼稚

園、6年制の小学校と 3年制中学校をあわせた 9

年の国民義務教育、3年制の普通高校あるいは職

業高校、そしてさまざまな就学年限の高等教育機

関が含まれる。

高等教育機関のうち、大学や独立学院は 4 年

制、医学部と薬学部はそれぞれ 6年制と 7年制で

ある。大学院の修士課程と博士課程の最低修業年

限はそれぞれ 2年であり、博士は最長 7年まで延

長できる。また、技術および専科教育は就学年限

と学校機関の違いによって、4年制の技術学院、

5年制の専科学校などに分けられている（図 10）。
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図 10 台湾における教育制度（2009年現在）
［出典］：台湾教育部統計處編（2009）より筆者作成。
［注］：「牙医系」は歯学部、「研究所」は大学院、「碩士」は修士をあらわしている。

表 2 後期中等教育と高等教育機関類型

教育段階
教育機関類型

後期中等
教育課程

高等教育

学士課程 大学院課程

普通教育 高級中学
（＝高中）

1．大学
2．独立学院

研究所

技術・職業教育 1．総合高級中学（＝総合高中）
2．高級職業学校（＝高職）
3. 5年制専科学校（＝五専）

1．科技大学
2．技術学院→4年制：四技

→2年制：二技
3．2年制専科学校（＝二専）

研究所

補習・進修教育
（リカレント教育）

1．高級中学附設補習／進修学校
（高級進修学校，高中補校）

2．高級職業学校附設補習／進修学校
（高級進修学校，高職補校）

3．実用技能班

1．空中大学（放送大学）
2．4年制社区大学（コミュニティ大学）
3．2年制「社区学院」（検討中）
4．技術学院附設専科進修学校（進修専校）
5．大学附設専科進修学校（進修専校）
6．進修学院

空中大学
研究所
（試行中）

［出典］：劉（2008）14ページより筆者作成。
［注］：「大専院校」とは、高等教育におけるすべての学校の総称である。さらに、科技大学と 4年制の技術学院と二専をあわせて

「四技二専」、高級中学と高級職業学校の附設補習／進修学校をあわせて「高級進修学校」と呼ぶ。

同志社社会学研究 NO. 14, 2010

44



次に、劉（2008）による分類に基づいて、後期

中等教育段階以上の教育機関の特徴について説明

しよう。

劉（2008）によれば、台湾の教育システムはそ

の教育内容から（1）学術理論を中心とする普通

教育、（2）実務能力の養成を重視する技術・職業

教育、（3）生涯学習を目的とする補習・進修教

育、という 3つに分けられるという。

（1）は一般大学へ進学することを目的とするシ

ステムであり、普通高級中学、または総合高級中

学の普通科の生徒はここに含まれる。これに対

し、（2）は高級職業学校、総合高級中学の職業科

の生徒が主として含まれるものである。このシス

テムでは、5年制専科学校から、科技大学、4年

制・2年制の技術学院、2年制の専科学校へ進学

することが主な目的になる。ただし、場合によっ

ては普通大学へ進学することも可能である。そし

て、（1）や（2）とは異なり、社会人のリカレン

ト教育と生涯学習のために教育機会を提供するの

が（3）である。

こうした教育の目的による分類とは別に、高等

教育機関の性質による違いも大きく、それぞれ

（A）「大学型」学校、（B）「独立学院型」学校、

（C）「専科学校型」学校と三つのカテゴリーに分

けられる。

（A）の「大学型」学校は、「学術の研究、人材

の養成、文化の向上、社会への貢献および国家の

発展を促進すること（台湾「大学法」第 1条）」

を目標とするものである。普通大学（総合大学、

師範大学を含む）と科技大学、放送大学が含ま

れ、修業年限は原則的に 4年となっている10）。

（B）の独立学院型学校の教育目標も基本的に

は大学型学校と同じである。ただし、「学術の研

究」よりも「専門知識の応用」や「専門技術の学

習」により重きを置いている点が大学型学校と異

なる。独立学院型学校としては、普通教育システ

ムでは師範学院、体育学院、芸術学院、人文社会

学院、管理学院（いずれも修業年限は 4年）があ

り、技術・職業教育システムでは、技術学院と護

理学院（看護学院）と外語学院がある（修業年限

は 2年もしくは 4年）。

（C）の専科学校型学校は、実務能力を備えた

専門人材の育成を教育目標とし、応用科学や専門

技術などを教授する機関である。具体的には、台

湾戯曲専科、護理専科、工商専科、海事商業専

科、慣行経営管理専科、医護専科がある（修業年

限は 2年もしくは 4年）。

〔付記〕
本稿は、黄、2010「台湾における高学歴化の要因と

その影響」（同志社大学修士論文）を加筆、修正した論
考である。
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〔注〕
１）台湾教育法における五育とは「徳、智、體、群、
美」五つの教育を指す。

２）College Entrance Examination Center の略。台湾の財
団法人大学入学試験センターである。

３）学校推薦では、高校から 1 つの大学の学科に対
し、2～3人が推薦される。ただし、1人の生徒は
1度しか出願できない。

４）個人申請の上限は、1人 5校までである。
５）それぞれの数値は、以下のように算出されたもの
である。
中学卒業生進学率＝当年度中学を卒業した普通高
校・職業高校・五専一年生人数÷全中学卒業人数
×100％
普通高校卒業生進学率＝当年度普通高校を卒業し
た大専院校一年生人数÷全普通高校卒業生人数×
100％
職業高校卒業生進学率＝当年度職業高校を卒業し
た大専院校一年生人数÷全職業高校卒業生人数×
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６）図 3の進学率の数値と図 4の浄在学率および粗在
学率の数値のズレが大きくなっているのは、前者
は現役で高等教育機関に入学した 1年生のみが計
算の対象となっているのに対し、後者は高等教育
機関に在籍している全学年が対象となっているた
めである。

７）104教育資訊網「大學學歷逐年矮化 六成五上班
族急欲攻讀碩士�高自己職場身價」（ http : / /

www.104 learn.com.tw/cfdocs/edu/iexam/show_iexam.

cfm?autonumber＝10262）
８）台湾行政院主計処が 2001年におこなった 12歳か
ら 24歳までの青少年を対象とする進学、仕事、生
活に関する意識調査では、次のようなことが明ら
かになっている。12歳から 14歳までの青少年に
ついては、92.4％が大専院校以上の教育水準に進
んでいきたいという希望をもっており、1992年に
比べて 18.8ポイントも上昇している。これに対し
15歳から 24歳までについては、大専以上の教育
程度に達したいと考える比率は 86.9％ に達し、
1992 年よりも 18 ポイント上昇している。さら

に、大学院に進みたいと思う青少年は 1992年から
21.5％ も上昇したという（台湾行政院主計処
2001）。

９）台湾における大学院進学者数の推移は以下の通り
である（出典：台灣教育部統計處編（2009）より
作成）。

１０）一部大学の法律学科や建築学科は 5年である。歯
学部は 6年で、医学部は 7年である。科技大学の
場合は、2年制と 4年制がある。
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